
福岡県農林水産部公共事業新規地区評価要領 

 

 第１ 目的 

    福岡県農林水産部が実施する公共事業の実施過程における透明性の一層の向上と

効果的な事業実施を図るため、新規地区評価（以下「新規評価」という。）に関し必

要な事項を定める。 

 

 第２ 対象事業 

    県が事業主体として実施する公共事業であって次年度の新規候補地区のうち、別表

の事業を対象とする。 

 

 第３ 新規評価の実施 

  １ 対象事業を実施しようとする関係課長（以下「課長」という。）は、第２に掲げる

事業毎に次の視点から設定した評価指標に基づき、新規候補地区の事業計画内容につ

いて評価案を作成し、第５に定める農林水産部公共事業新規地区評価審議委員会（以

下「審議委員会」という。）に提出する。 

   （１）位置付け 

   （２）必要性 

   （３）有効性 

   （４）実施体制等 

  ２ 審議委員会は新規評価案の審査を行う。 

  ３ 農林水産部長は審議委員会の審査結果を受けて、新規評価を決定する。 

 

 第４ 新規評価の実施方法 

  １ 新規評価は、事業毎に設定した別紙１に定める評価基準表に基づき行うものとする。 

  ２ 新規評価結果は、新規候補地区毎に「新規事業計画地区評価調書」（以下「評価調

書」という。）、事業毎に「新規事業計画地区評価結果表」（以下「評価結果表」とい

う。）により取りまとめる 

  ３ 評価調書の作成に当たっては、別紙２に定める評価区分に基づき評価を行い、その

結果により実施方針の判断を行う。 

 

 第５ 農林水産部公共事業新規地区評価審議委員会の設置 

  １ 新規評価に関する審査を行うため、審議委員会を設置するものとする。 

  ２ 審議委員会の組織及び運営に関する必要な事項は別に定める。 

 

 第６ 新規評価結果の公表 

  １ 公表の時期は、実施地区の決定後とする。 

  ２ 公表内容は、評価調書及び評価結果表の様式によることとする。 
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 第７ 事務局 

    新規評価の実施に係る事務局は、農政にあっては農山漁村振興課、林政にあっては

農村森林整備課、漁政にあっては水産振興課に置く。 

 

 

 附則 

    この要領は、平成２０年 ９月１２日から施行する。 

    この要領は、平成２３年１１月１８日から施行する。 

    この要領は、平成２４年 ７月 ３日から施行する。 

    この要領は、平成２５年１１月２９日から施行する。 

この要領は、平成２８年１２月２８日から施行する。 
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別表

［新規評価の対象事業］

事　業　区　分 備　　　　考

かんがい排水事業

ほ場整備事業

農道整備事業

農村振興総合整備事業

ため池等整備事業

林　　道 林道事業

地域防災対策総合治山事業

水源森林再生対策事業

生活環境保全林整備事業

漁場事業

漁港事業

漁港海岸整備 漁港海岸整備事業

評価対象は地区指定
の事業とする

評価対象は災害関連
事業及び維持補修事
業を除いた事業とする

分　　　　　類

農　政

林　政

漁　政

農業農村整備

治　　山

水産基盤整備

３



別紙１－１０

●評価基準表 事業区分： 漁場事業

評価視点 評価項目 評価指標 判断基準 配点 評点 摘要

□漁港漁場整備長期計画に基づいた事業である。 20

□適合しない 0

□福岡県水産振興基本計画に基づいた事業である。 20

□適合しない 0

□代替案の可能性がない。または、代替案の可能性は
あるが、当該事業での実施が最も妥当である。

30

□代替案の検討が十分に行われていない 0

□定量的なアウトカム指標を設置している（複数設置） 30

□定量的なアウトカム指標を設置している 20

□定性的な目標を設置している 10

□効果的なアウトカム指標を設置していない 0

100

□漁場生産力等の回復、再生を行う事業である。 50

□上記以外 0

①漁場の生産力の低下
②漁場環境の悪化
③漁場の不足
④漁家所得の低迷・経営不安定
⑤その他（具体的内容）
上記の２つ以上該当する。

50

□上記の１つに該当する。 30

□上記に該当しない。 0

100

□　【B/C】≫１．５ 10

□　１≦【B/C】＜１．５ 5

□工法の比較検討をしている。または、それ以外の工
法がない。

10

□上記以外 0

□新技術・新工法・新材料導入の採用によるコスト比較
を検討している

10

□上記以外 0

□維持管理者が決定している。また、具体的な維持管
理内容が設定されている。

10

□上記のいづれかが欠ける。 5

□上記の両方とも欠ける。 0

□環境保全及び生態系に資する事業である。 20

□環境保全及び生態系に配慮した事業である。 10

□上記以外 0

□バイオマス等を活用している。 20

□リサイクル材（石材、土砂等）を利用している。 10

□上記以外 0

□相乗効果が期待できる関連事業がある。 20

□様々な効果を期待する総合事業である。 10

□関連する事業なし 0

100

□市町村より要望書が提出されている。 30

□要望書はないが、要望事項である。 20

□同意している。 0

□関係団体より要望書が提出されている。 40

□要望書はないが、要望事項である。 20

□同意している。 0

□海上保安部等との事前調整が図られている。 30

□上記以外 0

100

Ⅲ　有効性

整備の緊急性 緊急性の検討

地元状況

関係機関との調整

費用対効果（B/C）

工法の比較検討

コスト縮減（新技術等）の検討

維持管理の妥当性

計

事業間の連携

Ⅱ　必要性

計

市町村の取組

関係団体（漁協等）の協力体制

環境への配慮

他事業との連携効果

具体的な事業目標

Ⅳ　実施体制等

Ⅰ　位置付け

計

計

現状の認識 現状課題の把握

上位計画との整合性（県）

効率的な事業計画

福岡県水産振興基本計画

代替案 代替案の可能性（他事業の活用等
の検討）

上位計画との整合性（国） 漁港漁場整備長期計画

アウトカム指標の設置

循環型社会への配慮

自然環境の保全
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【林政・漁政関係】

　　　　　　　　　令和　　　年度　　新規事業計画地区評価結果表

担当部課名

事業区分

新規事業計画地区

備考

地区名 所在地 主な事業内容
全体計画
事 業 費
(百万円)

予定工期 実施方針 優先順位

事業着手
の判定

評価結果事業箇所 事業規模



【林政・漁政関係】

　　　　　　　　　令和　　　年度　　新規事業計画地区評価結果表

担当部課名

事業区分

新規事業計画地区

備考

地区名 所在地 主な事業内容
全体計画
事 業 費
(百万円)

予定工期 実施方針 優先順位

事業着手
の判定

評価結果事業箇所 事業規模
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